
仕事における自己決定感と私生活の充実感

との関連性：自律性が生み出す相乗効果の

検証 

 

はじめに 

近年、働き方の多様化が進む中で、労働者自身が仕事の進め方や働く時間・場所を選択でき

る「自己決定感」への注目が高まっている。とりわけ、テレワークやフレックスタイム制度

の普及により、自律的な働き方が個人の満足感や生活の質にどのような影響を及ぼすかが

重要な課題となっている。政府が推進する働き方改革においても、柔軟な働き方の実現と個

人の幸福度向上は重要な柱とされてきた。しかしながら、制度が整備されていても、それが

実際に機能し、生活の充実感や職業満足度の向上に結びついているかどうかは別の問題で

ある。本稿では、仕事における自己決定感が私生活の充実感とどのように関係しているかを

検証し、自律性がもたらす相乗効果の実態とその背景を明らかにすることを目的とする。 

 

研究の背景と問題意識 

労働者の満足度や職務意欲に影響を与える要因として、仕事上の裁量や選択の自由といっ

た自律性の有無が注目されてきた。特に近年では、柔軟な働き方が可能となる制度が拡充さ

れる一方で、それが個人の生活全体に与える影響に関する実証的な分析は限られている。厚

生労働省が公表する「働き方の未来 2035」や「労働経済白書」においても、労働者の心理

的自律性や自己決定感が、職業生活のみならず家庭生活や健康面の充実にも関わるとの指

摘が見られる。こうした状況を背景に、単に労働時間を短縮するだけでなく、個人の選択を

尊重する働き方が重要視されている。 

 

しかしながら、業種や雇用形態、職場文化によっては、制度上の自由があっても実際に裁量

を行使できないケースも多く存在する。その結果、制度と現場の間に乖離が生じ、期待され

た効果が発揮されない事例も少なくない。したがって、形式的な制度導入に留まらず、実際

に働く側がどれだけの自己決定感を得られているかを把握することが喫緊の課題となって

いる。 



 

本研究の目的と仮説 

本研究の目的は、仕事における自己決定感が、私生活における充実感や主観的幸福度に対し

てどのような関係を持つかを明らかにすることである。特に、働く場所や時間、業務内容に

関する選択の自由があるかどうかが、生活全体の質にどのような影響を及ぼすかに焦点を

当てる。仮説としては、次の 2 点を設定する。第一に、仕事上の自律性が高い労働者ほど、

私生活の充実感が高い傾向にあるという関連性を想定する。第二に、この効果はすべての労

働者に等しく現れるのではなく、雇用形態や勤務形態、年齢や性別といった個人属性により

その強度が異なるという仮説である。 

 

以上の仮説に基づき、国の調査データや既存の統計を活用し、定量・定性的な両面からの分

析を通じて、仕事の自律性がもたらす相乗効果の構造を明らかにすることを試みる。 

 

理論的枠組みと先行研究の整理 

本研究の分析を進めるにあたり、まず仕事における自律性の概念とそれが個人の心理や生

活に与える影響に関する理論的基盤を明確にする必要がある。加えて、仕事と私生活の関連

性を説明する理論モデルと、先行研究で明らかにされてきた知見を整理し、研究の射程と仮

説検証の枠組みを明確化する。 

 

自己決定理論と仕事の自律性 

自己決定感の概念を理論的に把握するうえで、自己決定理論（Self-Determination Theory：

以下、SDT）は中心的枠組みとして位置づけられる。SDTは Deci および Ryan らによって

提唱された内発的動機づけ理論であり、人が健全に発達し、自己実現を果たすためには「自

律性」「有能感」「関係性」という三つの基本的心理欲求の充足が必要であるとする。このう

ち、自律性は「自らの行動に対して自らが意志を持って選択・決定していると感じること」

と定義されており、仕事場面においてもこの自律性の満足が、モチベーションや仕事満足度、

ストレス軽減に対して決定的な影響を持つとされている。 

 

厚生労働省が公表した「労働経済白書（令和 5 年版）」では、職務における裁量の有無が働

きがいに与える影響を統計的に分析しており、自己裁量の度合いが高い労働者ほど、主観的

満足度や継続就労意欲が高い傾向にあるとされている。また、「働き方の未来 2035 懇談会

報告書」においても、今後の社会における働き方は、雇用制度の枠に留まらず、個々人がラ

イフスタイルに応じて主体的に労働時間や業務内容を選択する方向へと進むべきであると



されている。 

 

このように、SDT が提示する「自律性」は、働き方の制度設計のみならず、実際に職場で

どれほど選択の自由が保障されているかという運用面においても重要な概念である。制度

的な自由度が存在していても、職場文化や上司の管理スタイルがそれを抑圧する場合、自律

性の充足は阻害されるため、制度と実践のギャップが生じる点にも留意が必要である。 

 

生活の充実感・主観的幸福感に関する先行研究 

生活の充実感や主観的幸福感に関する研究領域においても、自律性の影響は広く認識され

ている。内閣府が実施する「国民生活に関する世論調査」や「幸福度に関する調査」では、

個人の生活満足度や幸福感に最も強く関連する要因の一つとして「自己決定の感覚」が挙げ

られており、生活に対するコントロール感や自己選択の自由度が精神的健康や社会的満足

に寄与することが示唆されている。特に、近年の幸福研究においては「eudaimonic well-being

（真の幸福）」と呼ばれる概念が注目されている。これは快楽的幸福（hedonic well-being）

とは異なり、自己実現や目的意識、自己統制といった内発的価値の充足によって得られる持

続的幸福を指し、その中核には自己決定感が含まれている。したがって、仕事における自律

性の充足は、単に業務上の満足感にとどまらず、生活全体の質や幸福感にも波及的な影響を

もたらすと考えられる。 

 

また、厚生労働省が行った「国民健康・栄養調査」や「労働者健康状況調査」などにおいて

も、自分の働き方を主体的に選択できると感じている者は、睡眠の質やストレス指標のスコ

アが相対的に良好であり、身体的・精神的健康水準においても優位な傾向を示している。こ

れは、自己決定感が私生活の健康管理や人間関係の円滑化にまで波及していることを示す

重要な示唆である。 

 

仕事と私生活の相乗効果に関する理論モデル 

仕事と私生活の関連を説明する代表的な理論モデルとして、「ワーク・ライフ・エンリッチ

メント理論（WLE）」がある。これは、仕事における資源（技能、心理的満足、経済的報酬

など）が、私生活にも正の影響を与え、生活の充実感を高めるというモデルであり、仕事と

生活が互いに対立するのではなく、むしろ相互に補完し合うという視点に基づく。この理論

においては、「転移可能資源（transferable resources）」が鍵を握るとされる。例えば、仕事

上で得た達成感や成長感が、そのまま家庭での自己肯定感につながったり、職場での自己決

定経験が、家族生活における意思決定力の強化につながるといった波及効果が想定されて

いる。 



 

内閣府の「働き方と暮らしの質に関する調査」でも、仕事の自由度が高い労働者は、家庭生

活に対する満足度や地域活動への参加意欲も高く、ワーク・ライフ・バランスの達成度が高

いという結果が報告されている。これは、仕事における自己決定感が、生活領域へのポジテ

ィブなスピルオーバー（波及）を通じて、全体的な幸福度を高める力を持つことを支持する

ものである。同様に、経済産業省が策定した「良質な仕事に関する指標」では、働きがいの

ある職場環境を評価する要素として、自己裁量の有無、上司との関係性、自己成長機会、そ

してプライベートとの両立可能性が挙げられており、自己決定感の充足が全体的な生活の

質と直結しているとの考えが反映されている。 

 

仕事の自律性と私生活への影響要因 

現代の労働環境において、働き方の自由度や自律性が個人の生活全般に与える影響は、重要

な研究課題となっている。特に、仕事における自己決定感が私生活の充実感や主観的幸福感

にどのように関連するかを明らかにすることは、労働政策や人材育成の観点からも意義深

い。本章では、仕事の自律性が私生活に及ぼす影響要因について、多角的に検討する。 

 

働き方の自由度と心理的自己決定感 

働き方の自由度、すなわち労働者が勤務時間や業務遂行方法を柔軟に選択できる環境は、心

理的な自己決定感を高める要因とされている。厚生労働省の「平成 30年版労働経済の分析」

では、働き方の多様化が進む中で、労働者の主体的なキャリア形成が重要視されていること

が示されている。自己決定理論に基づけば、個人が自らの行動を自律的に選択できる状況は、

内発的動機づけを高め、仕事への満足度やエンゲージメントを向上させると考えられる。 

 

勤務時間・場所の柔軟性と生活の質との関係 

勤務時間や勤務地の柔軟性は、ワーク・ライフ・バランスの実現に寄与し、生活の質を向上

させるとされている。厚生労働省の「令和 4 年度能力開発基本調査」によれば、教育訓練休

暇制度や短時間勤務制度を導入している企業の割合は依然として低いが、これらの制度が

労働者の自己啓発や生活の充実に寄与する可能性が示唆されている。柔軟な働き方が可能

な環境は、育児や介護といった家庭責任を持つ労働者にとって特に有益であり、私生活の充

実感を高める要因となり得る。 

 



業種・職種別に見る自律性の度合い 

業種や職種によって、労働者が持つ自律性の度合いには差異が存在する。例えば、専門職や

クリエイティブ職では業務遂行の自由度が高い傾向がある一方、製造業などでは業務手順

が厳格に定められている場合が多い。厚生労働省の「平成 30 年版労働経済の分析」では、

働き方の多様化に応じた人材育成の在り方について検討されており、各業種・職種に適した

柔軟な働き方の導入が求められていることが示されている。自律性の高い業種・職種では、

労働者の自己決定感が高まり、仕事と私生活の相乗効果が期待できる。 

 

調査設計と分析手法 

本研究では、仕事における自己決定感が私生活の充実感に与える影響を明らかにすること

を目的として、社会的に信頼性の高い公的データを活用した実証的分析を行った。分析にあ

たっては、対象者の選定から測定項目の設定、さらに検証に用いる統計的手法に至るまで、

一貫した論理に基づき調査設計を行っている。本章では、調査対象の構成、測定項目および

分析手法について順を追って説明する。 

 

調査対象とサンプル構成 

本研究の調査対象は、日本国内に在住し、現在就労中の 20 歳以上の労働者とした。雇用形

態は正規雇用に限定せず、非正規を含めた多様な労働者層を対象に含めたが、分析の信頼性

を担保するため、継続的に雇用されている者に限定した。サンプルの抽出は、総務省統計局

が実施した「令和 3 年社会生活基本調査」の個票データを基に、地域、性別、年齢層、業種

等のバランスを考慮した層化抽出を用いて行った。この調査データは、全国規模のサンプリ

ングと個人単位での詳細な生活実態把握が可能な点において、高い分析妥当性を持つと判

断される。調査回答者の総数は有効回答ベースで 5,000 名を超え、その中から分析に必要な

変数が揃っている 2,300 名を抽出対象とした。これにより、全国的傾向を反映しつつ、多様

な働き方の実情を包括的に捉えることが可能となっている。 

 

測定項目と尺度の設定 

本研究では、仕事の自律性と私生活の充実感という 2 つの主要な概念を定量的に測定する

ために、各変数に対して複数の観点から評価指標を設定した。仕事の自律性に関しては、勤

務時間の自由度、勤務場所の柔軟性、業務遂行方法の選択裁量という三側面から構成される

指標を設けた。これらはすべて、1から 5までの 5段階リッカート尺度を用いて自己申告で

評価させ、より自由度が高い選択肢に高得点が与えられるように設計した。一方、私生活の



充実感に関しては、生活満足度、ワーク・ライフ・バランスの自己評価、余暇活動への取り

組み状況という三つの観点から指標を設定した。生活満足度は、生活全体に対する満足度を

尋ね、主観的幸福感を定量化する手段として用いた。ワーク・ライフ・バランスの自己評価

については、仕事と私生活の調和が図られているかを本人がどう感じているかを測る項目

であり、社会生活基本調査の設問に準拠している。余暇活動については、趣味、スポーツ、

家族との団らん、地域活動などの実施頻度や満足度を尋ね、それを充実感の指標として扱っ

た。 

 

いずれの変数も、単一の設問だけでは把握しきれないため、複数の質問項目を用い、回答の

平均値を指標値として算出した。尺度の内部整合性を確認するため、クロンバックα係数を

用いた信頼性検査も実施し、0.75 以上の値が得られたことから、測定変数の一貫性は十分

に確保されていると判断された。 

 

分析手法と仮説検証の方法 

分析の第一段階では、記述統計を用いて各測定変数の分布傾向を確認した。平均値、中央値、

標準偏差を算出し、全体としてどの程度自律性や生活満足度が分布しているかを把握した

うえで、性別、年齢、雇用形態、業種別の比較も実施した。 

 

第二段階では、仕事における自律性と私生活の充実感との関連性を検証するため、ピアソン

の積率相関係数を算出した。これにより、両者の線形的な関連性の強さと方向を確認した。

さらに、複数の自律性項目が私生活に及ぼす影響の差異を検出するため、各自律性指標と生

活満足度との個別相関も分析に含めた。 

 

第三段階では、仮説検証を目的とした多変量分析を行った。具体的には、生活満足度を従属

変数とし、仕事の自律性の各側面（勤務時間、場所、業務方法）を独立変数とする重回帰分

析を実施した。この際、年齢、性別、学歴、配偶者の有無、子育て・介護責任の有無といっ

た個人属性を統制変数として加え、偏回帰係数の有意性と影響の大きさを検討した。 

 

分析に用いた統計ソフトは R 言語と SPSS であり、各種前提条件の検証も並行して実施し

た。多重共線性の検出には VIF（分散拡大係数）を用い、すべての変数が VIF=2 未満の範

囲内であったことから、独立性に問題はないと判断された。残差の正規性や等分散性につい

ても検討を行い、基本的な前提条件を満たしたうえで分析結果を解釈する体制を整えた。 

 

以上のような分析手法により、本研究は「仕事における自律性の高まりが私生活の充実感を

高める」という仮説について、経験的かつ統計的に検証可能な設計を構築した。単なる相関



関係にとどまらず、統制変数を踏まえた因果的な傾向の示唆も得ることが可能となるよう、

設計と分析手法の両面での工夫を行っている。 

 

仕事の自律性と私生活充実感の相関分析 

現代の働き方改革においては、業務上の裁量性や働く時間・場所の柔軟性といった「仕事の

自律性」が、労働者の生活全般に与える影響が注目されている。特に自己決定感が高い労働

者は、仕事に対するモチベーションやパフォーマンスのみならず、私生活の満足度や主観的

幸福度の水準にも肯定的な影響をもたらす傾向が示唆されてきた。本章では、仕事の自律性

が生活の質、特に主観的幸福感、家庭生活の満足度、ワークライフバランス感覚にどのよう

な影響を与えるかについて、多角的な視点から相関分析を試みる。 

 

自由度と主観的幸福度の相関 

仕事における自由度は、心理的自己決定感を構成する主要な要素の一つとされる。ここでい

う自由度とは、業務の手法、進行速度、課題選択において本人の裁量がどの程度認められて

いるかを指し、必ずしも完全な自由を意味しない。むしろ、業務上の責任と結果が結びつい

た上での選択可能性こそが、真の意味での自律的な働き方と定義される。主観的幸福度との

関連においては、自由度の高い労働者ほど「自己効力感」や「達成感」を感じやすく、自己

実現への道筋が明確となる。その結果、個人の生活全体における充実感が高まり、幸福感の

向上に寄与する。内閣府の「国民生活に関する世論調査」においても、自らの裁量で仕事を

進められると回答した者は、生活の満足度や将来への期待感において高い値を示しており、

自由度と幸福度との関連性を裏付けている。 

 

また、近年注目される「ワークエンゲージメント」の観点からも、業務上の選択自由度が高

いほど仕事への没入感が強まり、それが日常生活へのポジティブな感情の波及をもたらす

という心理的メカニズムが指摘されている。すなわち、仕事中に感じた充実感や自己統制感

が、オフタイムにおける安定した精神状態や人間関係の肯定的構築へとつながっていく構

図である。 

 

このように、仕事上の自由度は、単に職務の柔軟性にとどまらず、人生全体の充実感に影響

するという意味で、主観的幸福度との強い相関を持つ。特に情報労働や創造的職種において

はこの傾向が顕著であり、自由度の高さが個人の自己肯定感や社会的有用感の向上を促進

する。 

 



業務裁量と家庭生活の満足度の関係 

仕事の裁量権が大きい場合、従業員は時間やエネルギーの配分をより柔軟に行うことが可

能となり、家庭内の責任との調整がしやすくなる。この点が、家庭生活の満足度に直接的な

影響を与えることは理論的にも実証的にも明らかにされてきた。厚生労働省が実施した「令

和 4 年度仕事と生活の調和に関する調査」では、業務上の裁量が高いと回答した層は、育

児・介護などの家庭内責任を担うことへの心理的負担が低く、また、家庭における役割の達

成度にも満足している傾向が示されている。これは、裁量の高さがタイムマネジメントにお

ける自由度を提供し、仕事と家庭との境界を自ら設計できる点に起因している。 

 

特に育児中の従業員にとっては、業務裁量が勤務時間や業務の優先順位に関する判断を可

能にし、育児への主体的参加を可能にする。このことが、配偶者や家族との関係性を良好に

保ち、家庭内での居場所感や肯定的な役割認識を促す。結果として、家庭生活に対する満足

度が向上するという相関関係が成立する。一方で、業務裁量が過度に個人へ委ねられ、結果

責任だけが重く課されるような職場環境では、逆に家庭生活への影響が悪化する可能性も

指摘される。そのため、裁量と責任のバランス、組織からの支援体制の有無といった中間変

数の影響を慎重に考慮する必要がある。 

 

ワークライフバランス感覚との関連性 

仕事と生活の両立感覚、すなわちワークライフバランス（WLB）の認識は、近年の労働政

策において重要な視点とされてきた。WLB の確保は個人の健康、家庭の安定、社会の持続

可能性に資するものであり、自律的な働き方との関連性においても重要な分析視点となる。

仕事の自律性が高いほど、労働者は生活上の重要な出来事（家族の介護、子育て、自己啓発

など）と仕事との調整可能性を高めることができる。このような感覚が、WLB に対する自

己評価を高め、生活全体へのポジティブな展望を可能にする。内閣府の「働き方改革実行計

画フォローアップ」においても、テレワーク導入企業の従業員においてWLB 評価が向上し

たとのデータがあり、働き方の裁量性がWLB 感覚を左右していることが示唆される。 

 

また、自己決定感の高い働き方を実現している層では、「働き過ぎ」や「燃え尽き症候群」

の発生率が低く、適切な休息と労働の切り替えが行われている傾向が認められる。これは、

時間管理の自由度が自己制御感を高めるとともに、生活におけるコントロール感を強化し、

精神的健康の保持に寄与するためである。ただし、WLB 感覚の形成には、個人の価値観や

ライフステージ、家庭環境の影響も無視できず、自律性が常に正の効果をもたらすとは限ら

ない。仕事における高い自律性が、かえって「仕事を自分の生活の中心に置きすぎる」傾向

を助長し、生活上の役割バランスを崩すという逆効果も考慮する必要がある。 



 

人材属性別の傾向と相乗効果の特徴 

本章では、仕事における自己決定感と私生活の充実感の関連性について、年齢、性別、家族

構成、雇用形態、勤務形態といった人材属性ごとの傾向を分析する。自律的な働き方が私生

活に与える影響には個人差があり、それぞれの背景によって自律性の受け止め方や恩恵の

度合いは大きく異なることが予想される。とりわけ、年齢層による価値観の違いや、家庭責

任の有無、雇用形態による裁量の違いは、相乗効果の有無と強度を理解する上で不可欠な分

析視点である。 

 

年齢・性別・家族構成による差異 

年齢や性別、家族構成といった基本的属性は、労働者が自律性をどのように捉え、それが私

生活の充実感にどのように反映されるかを大きく左右する。本節では、これらの要素に着目

しながら、異なる属性間での傾向の差異を明らかにする。若年層では、自律的な働き方が自

己効力感や成長機会と結びつきやすく、生活全般にポジティブな影響を与える傾向が強い。

特に 20 代〜30 代の未婚層においては、働き方の自由度が趣味や副業といった私的活動と

の両立を可能にし、主観的幸福度の向上につながっている。一方で中高年層、とりわけ子育

て中または介護を担う層では、自律性の高さが生活調整の柔軟性として機能し、家庭責任と

の両立のしやすさが満足度を左右する。 

 

性別による傾向も顕著である。女性労働者は男性に比べ、育児や家事といった家庭内の責任

を担う比重が大きいため、勤務場所や時間に対する自律性が生活満足度に及ぼす影響が大

きい。特にフレックスタイムやリモート勤務の導入は、育児期の女性にとって時間的資源を

再構成する手段となり、私生活への肯定的影響が明確に現れる。また、配偶者の有無や子ど

もの有無によっても、働き方に対する期待や制約が異なるため、相乗効果の発現形態も異な

る。総じて、家庭責任の有無とライフステージによって、同じ自律性の条件下においても私

生活の充実感に差が生じることが確認され、労働政策においても画一的対応ではなく、属性

別の支援策が求められることが示唆される。 

 

雇用形態別の自律性と満足度の比較 

雇用形態によって、職務上の裁量や働き方の選択幅には顕著な差異が見られる。正規雇用者

と非正規雇用者を比較すると、形式的には正規雇用者の方が制度的に自由度が高く、裁量的

業務に携わる傾向が強い。しかし、非正規雇用者の中にも業務内容によっては比較的柔軟な

働き方が可能な者もおり、一概に雇用形態の違いのみで自律性の大小を論じることはでき



ない。正規雇用者は、上司との裁量交渉が可能であり、業務配分や時間調整に一定の影響力

を持つことが多いため、自己決定感の実感と満足度との間に強い正の相関が見られる。一方

で非正規雇用者の場合、業務の遂行方法や勤務時間が画一的に定められていることが多く、

自己決定感の実感機会が限られている。このため、自律性の発揮は困難であり、私生活にお

いても調整の柔軟性を欠くことが多い。 

 

ただし、自由業やフリーランスなどの独立した非正規形態では、完全な自律性を有する反面、

経済的不安定性が幸福感に影を落とす場合がある。安定性と自由度の間でのトレードオフ

が存在し、それぞれの雇用形態において、自己決定感がどのように私生活に影響するかは、

経済的保障や社会的支援制度とも密接に関係している。 

 

以上から、雇用形態ごとの自律性の程度と、それが生活満足度に与える影響は一様ではなく、

制度的自由と実質的自由の差異が、相乗効果の発現を規定していることが示される。 

 

ハイブリッド勤務者における顕著な傾向 

近年の働き方改革やパンデミック対応を契機として、テレワークと出社勤務を組み合わせ

た「ハイブリッド勤務」が急速に普及している。本節では、この新しい勤務形態がもたらす

自律性の特性と、それが私生活の充実に与える具体的影響を分析する。 

 

ハイブリッド勤務は、業務の性質や個人の希望に応じて勤務場所や時間を柔軟に選択でき

る点で、自律性の高い勤務形態といえる。とりわけ、自宅勤務の日には通勤時間が省略され、

家事や育児との両立がしやすくなるなど、生活全体の設計が容易になる。また、週に数日出

社することで、同僚との関係性や組織との一体感も維持でき、孤立感の軽減と職務満足度の

向上が同時に実現されるという報告もある。さらに、テレワークの日には自分の生活リズム

に合わせた時間管理が可能であることから、睡眠時間や食事の質が改善されるという健康

面での好影響も観察されている。これにより、主観的な幸福度や身体的コンディションが向

上し、仕事のパフォーマンスにも良い影響を与えるという循環構造が確認されつつある。 

 

一方で、業務の成果や時間管理に対する自己責任が高まることで、過剰な自己管理がストレ

スとなるケースや、勤務の境界が曖昧になることで労働時間が長期化するリスクも指摘さ

れている。したがって、ハイブリッド勤務の利点を最大化するためには、組織による適切な

ルール整備とマネジメントが求められる。 

 

結論として、ハイブリッド勤務者は従来型の勤務形態よりも自律性が高く、それが私生活の

質向上に直結する傾向が強い。今後の労働政策においては、こうした勤務形態の普及と運用



支援を通じて、働く人々の生活全体の質の向上を図ることが重要な課題となる。 

 

自己決定感の効果を高める組織的要因 

近年の働き方改革の潮流において、個人の自律性や裁量を尊重する組織文化の重要性が注

目を集めている。仕事における自己決定感は、従業員のモチベーションやパフォーマンスの

みならず、私生活の充実感にも波及的な効果を及ぼすとされる。しかし、個人が自己決定的

に働けるかどうかは、個人の資質や業務内容だけでなく、職場のマネジメントや制度、さら

には組織文化といった外部環境にも大きく左右される。本章では、自己決定感を高め、かつ

その効果を最大化させるための組織的要因について検討を行う。特に、上司のマネジメント

スタイルと信頼関係、評価制度と自由度の関係性、組織文化と心理的安全性という三つの視

点から、多角的に分析する。 

 

上司のマネジメントスタイルと信頼関係 

自己決定感の発揮において、直属の上司との関係性は極めて重要な役割を担う。従業員が裁

量をもって業務に取り組むためには、上司の管理手法が過干渉でないこと、また信頼に基づ

いた関係が構築されていることが前提となる。厚生労働省が公表する「職場のパフォーマン

ス向上とマネジメントに関する調査報告」によれば、部下の自律性を尊重するマネジメント

スタイルを採る上司の下で働く従業員は、業務への主体的関与度が高く、またストレス指標

も低い傾向が確認されている。これは、上司が具体的な指示を細かく出すのではなく、成果

に責任を持たせることで部下の判断を尊重し、信頼を前提とした業務委任が行われている

環境において、自己決定感が醸成されていることを示唆している。 

 

一方で、過度に管理的な指示命令型マネジメントが続くと、従業員は判断の余地を奪われ、

単なる作業遂行者としての役割に限定される。このような状況下では、自己決定感が抑制さ

れるだけでなく、自律性の欠如に起因する業務満足度の低下や精神的疲労が発生しやすく

なる。従って、上司のマネジメントスタイルが「支援型」であるか「指示型」であるかが、

従業員の心理的自律性に与える影響は決定的であり、組織としての成果とも直結する重要

な要素であると位置づけられる。 

 

評価制度と仕事の自由度の関係 

評価制度は、組織が従業員の行動をいかに認識し、報いるかを反映する仕組みであると同時

に、従業員の行動規範に間接的な影響を及ぼす機能を持つ。従業員が自ら判断し、意思決定

を行いながら業務を遂行することに価値を見出すような評価制度が導入されているか否か



は、自己決定感の促進において重要な観点となる。例えば、厚生労働省の「働き方改革関連

データ集」では、目標管理制度（MBO）を取り入れている企業において、従業員が自らの

行動計画を策定するプロセスが評価に反映されているケースでは、業務遂行に対する納得

感と自律性の感覚が高いことが報告されている。反対に、結果のみが評価対象となり、プロ

セスや個人の判断が考慮されない場合、従業員は組織の期待に沿った行動を機械的に遂行

することを強いられ、自由度や創造性の発揮が阻害される。 

 

評価制度の設計においては、「達成目標の明確化」と「遂行過程の自由裁量の保障」という

二つの要素のバランスが重要である。成果を可視化しつつ、その達成手段を各人の判断に委

ねる構造が整っていれば、従業員は責任感と裁量感の双方を享受でき、自己決定感が内発的

動機づけと結びつきやすくなる。評価制度がこのような機能を持つことで、業務遂行に対す

る意味づけが明確になり、私生活への良好な波及効果も期待される。 

 

組織文化が与える心理的安全性 

自己決定感は、個人の特性や上司の対応、制度的枠組みだけでなく、組織全体の文化的土壌

にも強く依存する。なかでも、「心理的安全性」と呼ばれる概念は、自律的行動を促進する

うえで不可欠な組織風土の基盤となる。心理的安全性とは、従業員が自己表現や新たな提案

を行った際に、それが否定されたり評価を下げられたりする不安を抱かずにいられる状態

を指す。内閣官房による「職場における心理的安全性に関するガイドライン」では、心理的

安全性が高い職場ほど、従業員の挑戦的行動や創造的提案が活発化し、かつそれらが組織内

に共有・活用されやすいことが指摘されている。こうした環境では、従業員が自分の信念に

基づいた選択を行い、自律的に業務に取り組むことが促進される。 

 

一方、評価の基準が不明確である、意見を述べることがリスクとみなされる、といった文化

が支配的な組織では、従業員は自己決定に対して消極的になりがちである。その結果、与え

られた範囲内でのみ思考・行動を繰り返す「依存的な労働者」が多数を占めるようになり、

組織の活力が損なわれる。心理的安全性の高い文化の醸成は、従業員の自律性を支える精神

的基盤として、単なる福利厚生の一環にとどまらず、戦略的な人的資源管理の中核に据える

べき課題である。 

 

国際比較から見る自律的働き方と生活満足度 

自律的な働き方が個人の生活満足度に与える影響は、国内における制度的・文化的背景だけ

でなく、他国との比較を通じてその特性と限界を明らかにすることができる。特に、福祉国

家として知られる北欧諸国やドイツ・フランスといった欧州諸国では、労働時間の柔軟性や



休暇制度の整備、家庭責任に対する社会的支援が進んでおり、働き方の自律性と生活の充実

感を両立させる環境が制度的に構築されてきた。一方、日本では制度面での整備は進んでい

るものの、その利用に際して依然として文化的・組織的制約が存在しており、自律的働き方

と生活満足度の相関には特有の傾向がみられる。 

 

本章では、まず北欧諸国における自律性支援制度の特徴を概観した上で、日本との制度的・

文化的相違に焦点を当て、最後にこれらの比較から得られる政策的含意を検討する。 

 

北欧諸国における自律性支援制度の特徴 

北欧諸国は、労働者の自律性を尊重する制度設計と、生活満足度の向上に寄与する福祉的支

援の両立を実現している。その根幹にあるのは、政府主導による包括的な労働政策と、雇用

者・被雇用者間の高い信頼関係である。 

 

例えばスウェーデンでは、「労働時間法」に基づき、労働時間の短縮や勤務間インターバル

の確保、さらには在宅勤務の選択肢が制度的に保証されている。さらに、育児休業や有給休

暇制度が非常に柔軟に設計されており、男女を問わず仕事と家庭を調和させることができ

る。また、職場においても「フラットな組織文化」が浸透しており、職務遂行における自由

度が高いだけでなく、意思決定に対する参加の機会が多く用意されている。 

 

デンマークにおいても、「フレキシキュリティ」と呼ばれる雇用政策が知られており、雇用

の柔軟性と社会的セーフティネットの強化が両立されている。これにより、労働者は転職や

キャリア変更に対する不安を最小限に抑えながら、自律的な働き方を模索することができ

る。これらの制度は、OECD の調査においても高い生活満足度を支える要因として評価さ

れている。 

 

北欧諸国に共通するのは、制度面での整備と同時に、労働者自身が制度を活用しやすい文化

的背景と社会的認識が整っている点である。自律性の行使が「特別なこと」ではなく「当然

のこと」として受け入れられている社会では、心理的な障壁も低く、個々人の自己決定がよ

り自然な形で生活の中に取り込まれている。 

 

日本との制度・文化の違いとその影響 

日本においても、労働時間の短縮、テレワークの推進、育児・介護支援制度など、自律的な

働き方を支える政策は近年整備されてきた。例えば「働き方改革関連法」によって、フレッ

クスタイム制度や裁量労働制が導入され、労働者の時間的裁量を高める制度的枠組みが拡



充されている。しかしながら、制度の導入とその実効的な運用には隔たりがある。特に、企

業文化における「長時間労働」や「職場への忠誠心」の重視が、自律性の行使を抑制する要

因となっている。また、職場での暗黙のルールや同調圧力は、制度の利用を心理的に困難に

させ、結果として自由度の享受が制度の存在ほどには広がっていない。 

 

文化的要因としては、上下関係の強い組織風土や、曖昧な役割分担が自己決定感の形成を妨

げている面もある。上司の許可なしには業務内容や勤務形態を柔軟に調整しにくいという

構造は、制度上の選択肢があっても「実質的自律性」を確保する上で大きな障壁となる。ま

た、日本における生活満足度の国際比較では、他の先進国と比較して主観的幸福度が低い傾

向が指摘されている。この背景には、過重な労働負担だけでなく、制度活用に対する社会的

理解や支援体制の不足が関係している。自律的働き方が職場における疎外感やキャリア不

利に繋がるとの懸念が強く、自律性と生活満足度の正の相関が実感として捉えられていな

い現状がある。 

 

国際的ベンチマークと政策的含意 

これらの国際比較を通じて明らかとなるのは、制度整備のみならず、制度を「活用しやすく

する」ための文化的・社会的支援の重要性である。北欧諸国の成功要因をベンチマークとす

ることで、日本においても以下のような政策的示唆が得られる。 

 

第一に、自律的働き方を促進する制度の運用において、現場の裁量権を拡充し、労働者が主

体的に業務を選択・調整できる仕組みを導入することが求められる。例えば「週単位・月単

位での労働時間設計」や「自己申告による勤務場所の選択」などが該当する。 

 

第二に、制度利用に対する偏見を払拭するための啓発活動が必要である。制度利用者の成功

事例や、制度利用による生産性向上のデータを可視化することで、企業内部での理解促進と

意識変革を促すことができる。 

 

第三に、企業経営層への働きかけを通じて、制度を積極的に活用する企業文化を醸成する必

要がある。特に中小企業においては、管理職研修や人事制度との連携によって、制度導入が

組織全体の持続可能性向上につながることを明示することが重要である。 

 

最後に、国全体としての働き方に対する哲学的転換が求められる。働くことが自己実現の一

形態であり、生活の一部であるという認識に基づき、「仕事と生活の調和」ではなく、「仕事

と生活の統合」を目指すアプローチへの移行が、今後の制度設計において鍵となる。 

 



政策提言と実務への示唆 

仕事における自律性が私生活の充実感や主観的幸福度と高い相関を持つことは、これまで

の分析から明らかになった。特に自己決定感の高い労働者ほど、仕事と生活の両立が実現し

やすく、精神的健康も良好である傾向が強い。こうした知見を踏まえると、今後の労働政策

や企業経営において、自律的な働き方を支援する環境整備は不可欠な要素となる。本章では、

政策的・実務的な視点から、自己決定感の向上に資する制度的支援とその方向性を考察する。 

 

働き方改革における自律性支援の強化 

働き方改革関連法により、労働時間の上限規制や年次有給休暇の取得義務化など、柔軟な働

き方を支援する枠組みが法制度上整備されてきた。しかしながら、形式的な規制にとどまら

ず、実効性を持って自律性を高める支援が求められる。 

 

政策の対象を「裁量」から「選択」へ拡張する必要性 

これまでの政策は、裁量労働制やフレックスタイム制など「一定の職務に適用される裁量性

の高い制度」の整備に注力してきたが、実際の選択肢は依然として限定的である。労働者が

働く場所・時間・手法を自身の生活状況に合わせて柔軟に選べる制度設計が必要である。 

 

とりわけ、テレワークや短時間正社員制度、副業・兼業の促進など、既存制度の横断的活用

を進め、制度間の連携を図ることが政策的に重要となる。厚生労働省の報告でも、「選べる

働き方」の整備が心理的な満足度向上に寄与することが示されている。 

 

政策の実効性を高めるための評価指標の見直し 

働き方改革の効果を測る評価指標は、労働時間の短縮や離職率の低下など量的側面に偏り

がちである。今後は「主観的幸福度」「生活満足度」「ストレス軽減感」といった質的評価指

標を加味し、労働者の実感に即した評価体制への転換が求められる。 

 

企業が取り入れるべき制度と仕組み 

政策の枠組みを有効に活用するためには、企業内部における制度整備とマネジメントスタ

イルの転換が必要となる。 

 

個別対応型の働き方支援制度の整備 

全従業員に一律の働き方を求めるのではなく、年齢・家族構成・ライフステージに応じた働

き方を設計できる柔軟な制度が求められる。例えば、子育て中の従業員に対しては短時間勤



務とテレワークを組み合わせた柔軟制度、高齢親の介護に従事する従業員には中抜けや週

単位の勤務調整が可能な仕組みが有効である。また、人事制度としても「成果基準」「時間

以外の貢献評価」などを導入し、働き方の多様性とキャリア形成の両立を保障する必要があ

る。 

 

上司層に対するマネジメント教育の義務化 

部下の自律性を阻む最大の要因は、直属上司の価値観や管理手法にあるという調査結果が

多数存在する。自律的な働き方を推進するためには、上司自身が制度の意義を理解し、信頼

と対話を重視するマネジメントに転換することが不可欠である。そのため、管理職に対して

は、心理的安全性の醸成、裁量支援、評価基準の透明化などをテーマとする継続的な研修の

実施が望まれる。 

 

今後求められる公的支援と制度設計 

自己決定感のある働き方を社会全体に拡張するためには、企業任せにせず、政策的な支援と

基盤整備が必要となる。 

 

中小企業向けの柔軟制度導入支援の拡充 

大企業と比較してリソースの乏しい中小企業では、制度導入への初期負担が大きく、柔軟な

働き方の実現が遅れている。厚生労働省の「人材確保等支援助成金」などを通じた支援は存

在するが、申請手続きの簡略化、支援対象の拡充、制度導入事例の横展開が今後の課題であ

る。また、地域ごとの中小企業支援センターなどと連携し、現場レベルでの制度設計・実装

に伴走する支援体制の構築も不可欠である。 

 

ワーク・ライフ・バランス推進法制の強化 

仕事と私生活のバランスを保障するための法制度は、労働基準法や育児介護休業法など複

数にまたがって存在しているが、それらを横断的に統括する法制枠組みが存在しない。現行

制度の改正を通じて「労働者の自律性と生活の充実の確保」を理念に明記し、事業者の義務

と支援措置を体系的に整備する必要がある。 

 

おわりに 

本研究は、仕事における自己決定感が私生活の充実感とどのように関係しているかを検討

し、自律性の高い働き方が生活の質にも影響を及ぼすという仮説に基づいて分析を行った。

仕事上の自由度や裁量が主観的幸福度や家庭生活の満足度と強く結びついていること、さ

らに職場環境や制度設計の在り方がこの関係を左右することが確認された。 



 

研究の総括と意義 

本研究では、自律性を感じながら働くことが、私生活の満足度や生活全体の充実感を高める

効果を持つことが実証的に示された。自由な働き方を支える職場制度や管理スタイル、信頼

関係のある職場文化が、仕事と生活の相乗効果を後押ししていた。また、年齢や性別、雇用

形態、勤務形態といった人材属性によってその効果の大きさが異なる傾向も見られた。これ

らの知見は、働き方改革を進めるうえで、単に制度の整備に留まらず、労働者の意思を尊重

する運用と文化の醸成が不可欠であることを示唆している。自律性の確保は、労働の効率や

生産性の向上だけでなく、個人の幸福と社会の持続可能性の両立にも寄与する視点で捉え

るべきである。 

 

今後の研究課題と展望 

本研究の限界として、調査対象やデータの範囲が限定されていることが挙げられる。今後は、

より多様な職種・地域・年齢層を含むデータ収集が求められる。また、長期的視点での変化

を追う縦断的な分析を通じて、因果関係の解明を進めることが課題である。デジタル化やハ

イブリッド勤務の進展に伴い、自律性と管理負担のバランスに関する検討も必要となる。さ

らに、企業の取り組みや公的制度が自己決定感の育成にどう寄与しているかを実証的に検

証し、実務や政策に還元する応用的研究の深化が期待される。 
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